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第４期かながわ水源環境保全・再生実行５か年計画について 

 

１ 経緯 

県では、水源環境の総合的な保全・再生を図るため、平成 17 年 11 月に策定した

「かながわ水源環境保全・再生施策大綱」（以下「施策大綱」という。）及び「かな

がわ水源環境保全・再生実行５か年計画」（以下「実行計画」という。）に基づき、

平成 19 年度から、個人県民税の超過課税等を財源として、充実・強化して取り組

む特別対策事業を推進しているが、現行の第３期実行計画は、令和３年度末に終了

することから、次期実行計画を策定し、令和４年度以降も特別な対策を継続するこ

ととした。 

 

２ 第４期実行計画の概要 

（１）計画の基本事項 

ア 計画の目的 

 将来にわたり県民が必要とする良質な水の安定的確保を目的として、水の恵

みの源泉である水源環境を保全・再生するための特別の対策を推進する。 

イ 計画期間 

 令和４年度～令和８年度（2022～2026 年度）までの５年間 

ウ 対象事業 

 主として、水源かん養や公共用水域の水質改善など、水源環境の保全・再生

への直接的な効果が見込まれる取組 

エ 対象地域 

 主として、ダム集水域を中心とする県内水源保全地域及び相模川水系県外上

流域（山梨県）とする。 

 

（２）第４期実行計画の考え方 

○ これまでの取組を基本的に継続し、施策大綱に掲げた将来像の達成に向け、

水源環境の保全・再生に確実な効果が見込める事業を実施していく。 

○ 今後予想される台風等自然災害を見据えた林地保全対策を進めていく。 

○ 施策大綱期間終了後を見据えて、施策大綱期間終了後も継続して実施する必

要がある事業については、特別対策事業に位置づけて積極的に行っていく。 
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（３）取組の強化 

ア 台風等の自然災害への対応 

 令和元年東日本台風による林地被害、また、昨今の集中豪雨などによる土砂

災害の頻発化、激甚化も懸念されていることを踏まえ、第３期実行計画から進

めている土壌保全対策を強化するほか、流木被害の未然防止の工夫等を図って

いく。 
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（４）事業費及び新規必要額 

   ５年間（令和４～８年度）に推進する水源環境保全・再生のための特別対策の

事業費及び新規必要額（水源環境保全税を活用し、充実・強化して取り組む特別

対策の事業費）は、次のとおりである。 

 

 単位：百万円（５年間計）  

中柱 番号 事業名 事業費 
うち新規必要

額 

森林の保全・再生 

１ 水源の森林づくり事業の推進 12,731 6,231 

２ 丹沢大山の保全・再生対策 1,546 1,546 

３ 土壌保全対策の推進 1,826 1,826 

４ 間伐材の搬出促進 1,411 1,411 

５ ◆地域水源林整備の支援 3,333 3,333 

河川の保全・再生 ６ 
◇河川・水路における自然浄化対策の

推進 
947 947 

地下水の保全・再生 ７ ◇地下水保全対策の推進 577 577 

水源環境への負荷 

軽減 
８ ◇生活排水処理施設の整備促進 8,008 4,562 

県外上流域対策の 

推進 
９ 相模川水系上流域対策の推進 217 217 

水源環境保全・再生

を推進する仕組み 

10 水環境モニタリングの実施 1,095 1,095 

11 
県民参加による水源環境保全・再生
のための仕組み 

208 208 

合  計  
31,899 

  (6,379) 

21,953 

  (4,390） 

 

 

 

 

 

 

（ ）内は単年度平均  

◇ 市町村の取組事業 

◆ 市町村の取組を一部含む事業 


